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【財務会計及び人事給与システム更新業務】 

 

- 長 沼 町 - 
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1. 業務概要 

(1) 件名 

長沼町財務会計及び人事給与システム更新業務 

 

(2) 目的 

 現在、長沼町において稼働している財務会計システムと人事給与システムは、

互いに独立したシステムであり、紙媒体や表計算ソフトによる煩雑な管理が続い

ていることから、各基幹業務を統合的かつ効率的に管理できる基幹業務システム

を導入する。 

 

(3) 調達範囲 

① ハードウェアの調達 

本システムを構築するハードウェアは、日本国内にあるデータセンターの

共通仮想基盤（ホスティングサービス）を利用して構築すること。 

 

② ソフトウェアの調達 

本システムを構築するために必要なソフトウェア製品は、利用に必要な各

種ライセンスと合わせて納品すること。 

サーバの基本ソフトウェア（ＯＳ）については、原則として 

「Windows Server 2022」とする。 

業務アプリケーションソフトウェアについては、クライアント PC 上のブラ

ウザで動作可能なパッケージシステムとすること。また動作環境については、

クライアント PCの OSは「Windows 10及び Window 11」ブラウザは「Microsoft 

Edge及び Google Chrome」での動作が保証されていることを条件とし、今後

の各種アップデート及び最新の Windows OS及びブラウザに対しても、アプリ

ケーションのバージョンアップにより対応可能とすること。 

なお、上記全てのソフトウェアについては、原則として別途契約する運用

保守期間中はソフトウェア開発元によるサポートが有効なものとすること。

運用保守期間中にサポートが終了するソフトウェア製品を含めなければなら

ない特段の事情がある場合は、契約前に町と協議し了承を得たうえで、サポ

ート終了前に当該ソフトウェア製品のバージョンアップを含むシステムの再

構築を本契約の範囲内で実施し、運用保守期間中のサポートが切れ目なく行

われるようにすること。 
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③ システム導入作業 

(ア) 基本ソフトウェア（OS）、ミドルウェア、業務アプリケーションソフトウ

ェア等のインストールから各種設定等に関する作業全般を行うこと。 

また、本仕様書に定める機能仕様及び性能を保証するために実施するシ

ステム全体の試験に関する計画、調整、実施についても責任をもって行

うこと。 

(イ) 本システムを構築し円滑に運用させるために必要な業務分析、概要設計、

基本設計、運用試験、本稼働までの工程及び運用関連で必要となる作業

を実施すること。なお、町の仕様に合わせた帳票の変更、カスタマイズ

等の修正についても、必要に応じて行うこと。（詳細は別途協議とする） 

(ウ) 本システムの業務運用に必要な初期データ等のセットアップ作業及び現

行システムから出力されたデータの移行作業を行うこと。 

(エ) 本システムは町のイントラネット上に構築すること。 

(オ) 本システムの管理者および操作者に対する研修を実施すること。 

(カ) 本システムの構築、運用等に係る各種ドキュメントを作成し納品するこ

と。 

 

【作業内容】 

本業務における受注者は以下に示す全ての作業を実施すること。 

No 作業項目 作業内容 

１ 導入に関わるプロジェクト管理 本システム構築開始から稼働までの間パッ

ケージシステム等に係る進捗管理を行う。 

２ 導入に関わる要件確認打合せ及

びシステム設計 

業務ごとに稼働に向けたシステム導入打合

せを行う。 

３ パッケージシステム及びミドル

ウェアの納入、設定 

本調達におけるパッケージ及びミドルウェ

アを納入し、インストール、初期設定作業及

びチューニングを行う。 

４ データ移行作業 各種マスタのセットアップ作業を行う。 

人事データ、財務各種データの移行を行う。 

５ 各種テスト作業 テスト仕様書を作成し、セットアップ内容、

データ移行内容、カスタマイズ内容が正常に

動作するか確認を行う。 

６ 運用試験に関わる支援 職員が実施する運用試験環境の整備及び運

用試験期間中の操作支援を行う。 

７ マニュアル作成、操作説明会対

応 

業務ごとに操作マニュアルを作成し、利用職

員に対して操作説明会を行う。 
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2. 納期・期間 

以下に示す期間内で構築を行い、本稼働時期までに職員が運用できる状態で納品す

ること。 

・契 約 期 間：契約締結日 ～ 令和 7年 3月 31日 

・並行稼働期間：令和 6年 11月 1日 ～ 令和 7年 3月 31日 

・本稼働時期：令和 7年 4月 

 

人事給与システム： 

 ・令和 6年 12月稼働 

 

財務会計システム： 

 ・令和 7年度予算編成業務：令和 6年 11月稼働 

 ・令和 7年度予算執行業務：令和 7年 3月稼働 

 

なお、並行稼働期間中に発生するホスティングサービス料については、町で負担する

ので費用を提示すること。（提案上限額の内数とする。） 

 

3. 人事給与システム・財務会計システム基本仕様 

(1) 基本要件 

・自治体向けパッケージシステムであること。 

・稼働後 10年間の長期保証型システムであること。 

・パッケージシステムを前提とし、導入後の法制度改正、機能強化を考慮して必要

最低限のカスタマイズで導入する。 

・クライアント端末へインストール必須のソフトウェアが無いこと。 

・最新の地域情報プラットフォーム標準仕様に準拠したパッケージシステムであ

ること。 

・総務省が定めている中間標準レイアウト仕様形式のデータを出力できるパッケ

ージシステムであること。 
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(2) 業務概要 

システム名 業務種別 主な業務概要 

人事給与 人事管理 職員基本情報管理 

採用・異動・退職管理 

昇給・昇格管理 

発令管理 

休暇・休職等管理 

給与支給 職員給与情報管理 

例月給与支給計算 

期末勤勉手当支給計算 

年末調整・給報関係 

控除管理 控除情報管理 

控除（共済費等）計算 

統計調査 給与実態調査 

定員管理調査 

会計年度任用職員 職員基本情報管理 

採用・異動・退職管理 

職員給与情報管理 

例月給与支給計算 

賞与支給計算 

年末調整・給報関係 

社会保険管理 

 

システム名 業務種別 主な業務概要 

財務会計 予算編成 予算要求 

予算要求書作成 

予算査定 

予算分析 

予算書抽出 

債務負担行為 

予算管理 予算登録 

執行計画 

配当・随時配当 

所管替 

流用 



5 

 

予備費充当用 

執行差金 

期別（四半期毎）配当・再配当 

歳入管理 調定、収入、戻出 

不能欠損 

収入金更生 

歳入整理簿 

未入金繰越 

納付書データ管理 

歳出管理 執行伺、支出負担行為 

支出命令 

清算、戻入 

歳出整理簿 

支出更生 

支出計画連携 

出納管理 審査、支払 

口座振替、公金振替 

歳計外・基金管理（受入調定、支出

命令、受払整理簿等） 

収入データ取込 

決算管理 日次決算（収支日計表 etc） 

月次決算（歳入歳出月計表 etc） 

決算見込、決算書 

決算統計 データ取込 

構成・統計、振分・分析 

財源充当 

分析一覧、分析状況 

表変換・突合 

起債管理 起債台帳保守 

交付税算入シミュレーション 

償還シミュレーション 

予算書印刷 

決算統計連動 
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(3) データ量 

業務区分 提 出 書 類 内 訳 備 考 

人事管理 ・正職員数 

・特別職職員数 

・議員数 

・会計年度任用職員数 

・既退職者 

218 名 

3 名 

12 名 

115 名 

100 名 

 

 

 

短時間のみ 

・部署数 9 課 

5 事務局 

7 室等 

 

議会、農委、選挙、病院、老健 

 

65 係  

・役職数 55  

給与支給 ・給料表級数 6 行(一) 

・給料表号俸数 608 行(一) 

・法定控除数 3区分 14項目（共済掛金等） 

・法定外控除数 10区分 65項目（生命保険等） 

財務会計 ・会計数 5 一般、国保、後期、介護、老健 

・対象職員数 167 名  

 

(4) サーバソフトウェア要件 

・端末にアプリケーションをインストールすることなく利用できる Web 方式のパ

ッケージシステムとする。 

・Webブラウザは Microsoft Edge及び Google Chromeに対応すること。 

新しいバージョンがリリースされた場合は随時対応できること。 

・サーバ OSは「Windows Server 2022」とする。 

・ウイルス対策ソフトは、町が保有しているウイルス対策ソフトを導入すること。 

・機器故障や、災害等の不慮の事故に備え、システムのバックアップを定期的に取

得し、データ消失や業務停止に対応する対策を行うこと。 

 

(5) サーバハードウェア要件 

同一サーバ内に本番運用環境と研修・テスト環境の2つの環境を構築すること。 

  



7 

 

(6) クライアント要件 

現在町で運用している端末環境を以下に示す。以下の端末環境で利用できるこ

とを前提とする。 

・OS：Windows 10（64bit/32bit）及び Windows 11 

・ウェブブラウザ：Microsoft Edge及び Google Chrome 

 

(7) ネットワーク要件 

・既存の庁内ネットワークを使用すること。ネットワークのプロトコルは TCP/IP

とする。 

・既存庁内ネットワークアドレス体系に準じたネットワーク設定を行うこと。 

・データセンターへの接続は既存回線を利用し、セキュリティリスクを考慮した形

で接続を行うこと。 

 

(8) 財務会計・人事給与システム機能 

・財務会計及び人事給与システムの機能については、別紙「長沼町財務会計及び人

事給与システム更新業務機能仕様書」に記載する機能を実現できること。 

 

(9) 作業分担 

本システム導入にあたって町及び受託者の役割分担を以下に示す。 

No 作業内容 
作業分担 

町 受託者 

1 製品の調達、及びセットアップ作業   

システム導入に関わる打合せ作業 ○ ◎ 

パッケージシステムの調達 － ◎ 

システムのセットアップ － ◎ 

カスタマイズ作業 ○ ◎ 

2 データセットアップ（移行）   

既存データの提供 ◎ ○ 

データ加工、新システムへのデータ投入作業 ○ ◎ 

3 システム動作試験   

システム動作試験作業の実施、結果報告書の作成 － ◎ 

動作試験結果の承認 ◎ － 

4 運用試験   

運用試験計画書、試験項目(案)の作成 ○ ◎ 

運用試験の実施及び結果確認 ◎ ○ 

5 操作マニュアル作成及び職員研修   
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操作マニュアル作成 ○ ◎ 

職員研修 ○ ◎ 

6 ドキュメントの作成   

納品ドキュメントの作成 － ◎ 

作業分担の凡例：◎主担当、○支援 

 

4. データ移行 

新システムへのデータ移行作業はデータの正確性、移行の確実性が要求されるため、

現行システムがどのようなデータを管理しているかについて、現行システムから提供

されるデータ仕様と新システムのデータ仕様の差異について明らかにし十分検証する

こと。 

 

(1) 移行方法の検討 

現行システムについてマスタファイルの状況を分析し、最適な移行方法の検討

を行い町の承認を得ること。 

 

(2) データ移行について 

新システムに取り込むための加工や不足情報の整備に関わる調整作業を行うこ

と。データ移行が正しく行われているか確認し報告すること。 

◆人事給与システム 

・人事給与システムの業務データ 

・過去 5年分の支給計算情報 

・過去 3年分以上の追求返納が対応できる為の支給根拠情報 

◆財務会計システム 

・職員マスタ 

・所属マスタ 

・債権者マスタ 

・会計マスタ 

・金融機関マスタ 

・歳入科目マスタ 

・歳出科目マスタ 

・歳計外科目マスタ 

・前年度歳入予算額（積算内容は対象外） 

・前年度歳出予算額（積算内容は対象外） 

・決算統計マスタ 

・起債台帳データ 
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(3) 移行データの確認について 

① 合計チェック 

移行したファイルごとに、件数・名称・フラグ・数値（給与額等）などが現行

システムの集計値と一致していることをチェックすること。 

② 移行項目の照合チェック 

全データの中から一定の条件で抽出を行い、新旧システムの照合を行うこと。

抽出条件のパターンは町と協議の上決定すること。 

③ 項目内のエラーチェックと相関チェックについて 

マスタファイルの項目内容、項目間の整合性チェックを行うこと。 

④ 統計データ、帳票データの正当性チェック 

各種報告支援データなどを比較しチェックすること。 

 

(4) 移行データの条件 

① 提供されるデータの形式は CSV形式とする。 

② 提供されるデータの文字コードは SJISとする。 

 

5. 環境構築 

(1) 端末変更 

プロキシサーバの例外設定など、端末側のブラウザの設定変更が必要な場合は、

設定手順書を町に提示すること。 

 

6. 導入スケジュール管理 

 システム導入スケジュールについては、調整・試験期間、職員研修期間、並行稼働期

間等を考慮して町と協議の上設定し、計画的に導入を進めること。進捗状況の管理につ

いては、町に提出する業務工程表と、実際の進行状況のずれを常に把握し、スケジュー

ル変更や、作業手順の見直しなどを必要に応じて行うこと。 

 

7. 運用試験 

新システムでの業務運用の妥当性を主管課が検証することを目的とする。 

操作性や運用手順が想定と相違が無いかについて、実際に運用を行う職員が主体とな

って確認し、新システムが町の業務に使用可能なものか確認する。 

 

(1) 運用試験実施 

発生した課題については受託者が管理し、課題解決に向けた修正作業や調整作

業を実施すること。 

(2) テストデータ 
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運用試験に使用するデータは、原則として移行作業が完了した本運用データを

使用する。 

 

(3) マッチングテスト 

月例給与計算及び期末勤勉の計算結果について、既存システムの計算結果とマ

ッチングを行い、計算結果が一致するように調整すること。 

 

(4) 運用試験環境 

運用試験に必要な環境として、本運用環境とは別に運用試験用（テスト専用サ

ーバ）の環境を用意すること。 

試験作業は職員が自席で使用している端末から実施できるように調整すること。 

 

8. 職員研修 

 町職員が導入システムを利用して円滑に行政事務を処理することができるよう、稼

働前に十分な研修を実施し、長沼町の運用に合わせた独自マニュアルを作成し納品す

ること。研修実施の詳細については別途協議する。また、法改正・カスタマイズ等に伴

うシステムの追加・変更があった場合にも同様に教育を実施し、これらのマニュアルを

変更し納品すること。 

職員研修は以下を想定すること。 

・システム管理者向け運用・操作研修 

・一般職員向け操作研修 

 

(1) 操作研修環境 

操作研修に必要な環境として、本運用環境とは別に操作研修用の環境を用意する

こと。 

 

9. 納入場所 

長沼町役場 

詳細については別途指示する。 
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10. 成果物 

受託者は、以下の通り指定する成果物を指定された時期までに納品すること。 

項番 品      名 内         訳 数量 

１ ソフトウェア製品一式 ① 納入品目録 

② 提供品目録 

１部 

２ 動作試験仕様書兼成績書 ・業務基盤テスト 

・業務システムテスト 

・カスタマイズ一覧 

１部 

３ 構築・運用に係るドキュ

メント一式 
対応時作成 １部 

４ ソフトウェアのライセン

ス等 

システム構築に伴って必要となるライセ

ンス、インストールメディア等 

各 1組 

５ 各種マニュアル ① システム管理者向け運用マニュアル 

② システム管理者向け操作マニュアル 

③ その他システムの維持運用において

必要な各種マニュアル類 

④ 一般職員向け操作マニュアル 

別途 

指定 

 

11. その他 

(1) 一般事項 

・本仕様書に記載されているすべての事項について、作業前に事前に町担当者と打

ち合わせを行い、承認を得ること。 

・納入するすべての機器及びソフトウェアは納品検査時において、本仕様書と同等

以上の機能及び性能を保つものとする。 

・システム停止作業に関しては、町担当者の協議の上、夜間祝日等の一般業務時間

外に作業を実施すること。  

 

(2) 秘密保持 

・本業務における一連の作業において使用または作成したデータ及び帳票、資料等

について、町の許可なく外部に持ち出さないこと。また、本業務における一連の

作業以外の用途で用いないこと。 

・これらの書類等については、紛失・盗難等の内容に管理を徹底すること。 

・本業務を履行するうえで知り得た情報を作業中はもとより作業後も第三者に開

示又は漏洩しないこと。また、そのために必要な措置を講ずること。 

 

(3) 本稼働後の運用保守要件 

本調達の範囲外であるが別途契約を予定しているため、以下に示す保守要件を

満たすこと。 
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① 保守時間 

受付時間：メール（24時間 365日） 

     電話（月曜日～金曜日 9：00～17:00（年末年始、祝祭日を除く） 

対応時間：月曜日～金曜日 9：00～17:00（年末年始、祝祭日を除く） 

ただし、業務システムの運用に支障をきたす障害が発生した場合は、町担当

者と協議のうえ、上記時間外でもシステム復旧作業を行うこと。 

 

② 保守対象 

納入するパッケージソフトウェアおよびミドルウェアを対象とする。 

 

③ 保守作業 

・問い合わせ対応 ：職員からの電話、メール等による問い合わせに対して柔軟か

つ迅速に対応すること。 

・障害対応    ：障害が発生した場合は、リモートでの復旧作業を可能とする

が、リモート接続環境に必要な機材、受託者側の回線費用に

ついては、受託者の負担とする。 

・法制度改正の対応：法制度改正への対応については、保守作業として対応するこ

と。ただし、システムの根幹の改修が必要な大規模な法改正

については別途契約とする。 

・クライアント対応：最新クライアント OS及び最新のブラウザ対応に関わる改修

作業は、保守作業として実施すること。 


